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〈論 説 〉

ドイツ会計指令法上の選択権の成因
一EU会 計指令 との関連を中心 として一
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1.問 題 の 所 在

ド イ ツ 商 法 典 に お け る 選 択 権(dieWahl-

rechte)に 関連す る最 も典 型 的 な規 定 として,第

275条 を挙げ て もあ なが ち的外 れで は ある まい。

そ こで は,「 損 益計 算書 が総 原価 法 または 売 ヒ原

仙 法 に よって報告 式 にて作 成 され なけれ ばな らな

い」 こ とが 要請 されてい るのであ る。 この ような

選択権 に着 目 して,ド イツ商法の 会計規定 を概観

してみ る と,実 に様 々な選択 権が 許容 されて いる

こ とが わか る。そ して,こ れ と同時 に ・つの疑 問

も浮かぶ こ とになる。す なわ ち,何 故様 々な選択

権 が認め られて いるの か とい う極 めて 素朴 な疑 問

で あ る。 この こ とは,年 次決算書 の作 成 に関連 す

る重 要 な原則[の 一つ とみ な され てい る 「比 較 可

能性 の原 則」 に照 らして考 えてみれ ば,よ り一層

明確 に な る。つ ま り,「 比 較 可能性 の 原 則」 に は

確 か に 「継 続性 の原則」 とい うい わば足枷 が用意

され てい る とはい え,選 択権 が広範 囲 に許容 され

てい ればい るほ ど,そ れ だけ年次決 算書 の多様 な

作成可 能性 の余地が生 じ,年 次決算 書の作 成が 多

様 になれ ばな るほ どそれ だけ比較可 能性 は 阻害 さ

れ る こ とにな り,か ろ うじて同一一企 業にお いての

時系列 な比較 可能性 が保証 され てい るに過 ぎない

とい うこ と,し か も相 当の理 由があ る場 合 には継

続性 が 遮断 され るこ ともあ る とすれ ば,こ の比較

ロ∫能性 さえ ト分 に保 証 され てい るわけで はない と

い うこ とは,容 易 に推 察 され得 るで あ ろ う。

この ように 「比較 可能性 の原則」 に とって はむ

しろ相 容れ ない性 質 を有す る とみ な され る選択権

の存在 は,従 来の議 論 にお いて も既 に指摘 され て

い る ように,年 次決 算の揺 ら ぎ,恣 意性 の介 入あ

るいは秘密積 疏金な どの 原因 とな って い る。つ ま

り,選 択権 を含 む法 規定 に則 ってい る限 り,必 ず

し も同 一一の 年次 決 算 書 が 作 成 され る と は限 らな

い。 それ よ りもむ しろ,選 択権 の行使 ・不行使 に

よって 多様 な結 果が もた らされ るこ とに なる とい

える。 それ に もかか わ らず,ド イツ商法 において

広 範 な選択 権が 許容 されて いる とす れば,そ れ相

応 の理 由があ る と考 えね ばなる まい。 ま して,最

近 の ドイツ企 業会計 の動 向 ある いは商法 会計の改

]F_状況 を考慮す れ ば,現 実 の企業 会計 にあっ ては

国際資 本市場へ の進 出,商 法 会 計にあ っては 国際

会計基 準 との調和化 な ど,い ず れ も 「比 較 可能性

の原則 」が 重視 され る傾 向が強 まる こ とはあ って

も弱 まるこ とはない と考え られ る ような状 況 ドに

ある といえ る。 それで もなお,依 然 として選択 権

が 許容 され,こ れが行使 され る ことに よって年次

決算 書が作 成 されて いる とす れば,ｺr_t去 者側 に は

もちろん この ような選択 権 を是 とす る明確 な意図

が なければ な らない し,こ れを行使 す る企 業側 に

もこの 権利 を ネガテ ィブ に受 け入 れるの では な く

如何 に ヒ手 く積 極的 に活用す るべ きか とい う判断

にあた って何 らか の意思決 定がお こ なわれて いる

筈で あ る。

とす れ ば,本 来は この ような視点 か らの研究 が

必要 となるので あるが,こ の問 題に着手 す る段 に

なって,実 は選択権 その ものが漠 然 としてお り,
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その範 囲 も必 ず しも明確 にな ってい るわけで はな

く,況 や統一 的 な理解 が得 られ てい るわけで もな

い こ とが 明 らか となっ た の で あ る2。そ こで,こ

こで は先ず以 って ドイツ商法 上の 会計規 定 にお け

る選択権 そ れ 自体 につい ての疑問 の解明 を優 先 さ

せ て,同 商法 の大改正 の きっか け となっ たEU会

計 指 令3に も遡及 して,そ こで の選 択 権 の種 類 ・

意味 を明 らかにす る と ともに,こ れ を ドイツにて

国内法化 す る こ とに よって制 定 された会計 指令法

(DasBilanzrichtlinien-Gesetz4)に お ける選択 権 の

種 類 ・意 味 を個 々の 条項 ご と に検 討 す る こ とに

よって,ド イツ会計指 令法 にお ける選択権 の全体

像 を明 らか にす るこ とが課題 となる。そ の際,当

然 の こ となが ら個別 決算 におけ る選択 権 お よび連

結 決算 にお ける選択権 のそ れぞれ につ いての検討

が 必要 であ るが,両 者 をこ こで取 り上 げる には紙

幅 の都合 上 困難 であ るので,論 点 を明確 にす るた

め に も,こ こで は考 察の対象 を個別 決算 にお ける

選 択権 に限定 してお くこ とにす る。 したが って,

ここで の課題 は,会 計 指令法 の主要 かつ 中心 的 な

要 素で ある商法 規定 との 関連 にお いて企業 の個別

決 算 に関わ る選 択権 の種 類 を明 らか にす る こ と,

端 的 には選 択 権 の分 類(そ のためには分類基準が

不可欠)と,個 々の選択 権 の 由来,つ ま りEU会

計 指令 か らの継 受 に よる ものか ドイ ツ商法 に固有

の もの か,更 には改正 に際 して採 り入れ られた の

か それ以前 の規 定 に既 に組み 込 まれ てい たのか,

とい うこ とを解 明す る こ とでなけれ ば な らない。

果 た して,ド イ ツ会計指 令法上 の選択権 は,ど の

ような由来 によって生 じ,そ の全体像 はいか なる

もので あろ うか 。

2.EU会 計指 令 にお ける選択権

周 知 の如 く,EU会 社法 指令 の中 で企業 会計 に

関連 す る もの はい くつ かあ るが,こ こでの分析 ・

検 討 の 対 象 は,特 にEU会 計 指 令 第4号(以 下

EU会 計指令 とい う)で なけ れば な らな い。何 故 な

らば,EU会 計 指令 は個別 企業 の年 次 決算書 の作

成 につ い ての規定 を含 んでい るので,個 別の年 次

決算書 の作 成 に関す るEUレ ベ ルで の選択権 の考

え方 を考察す るための手掛 か りは,こ の指 令 を措

いて他 には無 いか らであ る。 したが って,こ こで

はEU会 計指 令 の個 々の条項 を詳細 に分析 ・検討

す る ことを通 じて,そ こに規 定 されて い る選択権

を洩 れな く抽 出す る こ とが必 要 であ る とい える。

そ の際 に,我 々 は ヴ ェーバ ー ・ブ ラ ウ ン(We-

ber-Braun,Elke)の 分 析 方法 が 非常 に重 要 な示

唆 を与 え て くれ る ことを看過 して はな らない。彼

は,EU会 計指 令 にお い て三種類 の選択 権 を見 出

してい る1の で あ るが,そ の識 別 の 基準 と して 条

項の文 言 に見 られ る表現上 の相違 に着 目して いる

ので あ る。す な わ ち,「 加 盟 国 は……で きる」 と

い う文 言 に よ っ て表 現 され て い る か,「 加 盟 国

は,… … を許可 す る こ とが で きる,あ るい は… …

と定 める こ とがで きる」 とい う文 言 に よって表現

され てい るか,あ るいは 「加 盟国 は,… … を許可

す るこ とが で きる」 とい う文言 に よって表現 され

て い るか とい う違 い が彼 に あ っ て は分 類 基 準 と

な っ てい るの であ る6。尤 も,前 者 は加 盟 国選 択

権(Mitgliedstaaten-Wahlrechte)と 呼 ばれ る選択

権 の分類 基準 であ り,後 二者 は共 に派生 的 な企業

選択 権(abgeleiteteUnternehmens‐Wahlrechte)

と呼 ばれ る選択 権の分類 基準 であ るので,本 来の

企 業 選 択 権(originareUnternehmens-Wahl-

rechte)と 呼 ば れ る第三 の選択 権 を識 別 す る基 準

とな る条 項 中 の 表 現 は明 示 され て い な い。 しか

も,彼 は,そ れぞれ の分類基 準 に対 す る例示 とし

て具体 的 な条項 を二つ づつ挙 げて いる ものの,そ

れが すべ て を網羅 して い な い こ とは,彼 の い う

「例 え ば」 とい う表 現 か ら も明 らか であ ろ う。 と

すれ ば,EU会 計 指 令 にお け るす べ ての 条項 につ

いて,文 言上 の表現 の共通性 ・相違性 を手掛 か り

として選 択権 に関わ る と思 われ る規 定 を峻別 す る

こ とが 必 要 と な る。 こ の よ う な 分 析 手 法 は,

ヴ ェーバ ー ・ブ ラウ ンの手法 に倣 って はいる もの

の,そ の域 に とどまってい る もので は ない ことは

い うまで もない。

そ こで,ま ず 「加盟 国は… …で きる」 とい う表

現 を手 掛 か り と してEU会 計 指 令 の各 条 項 の 表

現 ・内容 を分析 ・検 討 してみ れば,彼 のい う加 盟

国選択 権 に該 当す る と考 え られる選択権 を規 定す
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る条 項 が 数多 く存 在 して い る こ とが 明 らか とな

る。 これ をま とめ た ものが 表1で あ る。

次 に,「 加盟 国 は,… …を許 可 す る か,あ る い

は… … と定め るこ とが で きる」 とい う表現 と 「加

盟 国は,… … を許可す るこ とがで きる」 とい う表

現 とを手掛か りとしてEU会 計指 令の 各条項 の表

現 ・内容 を分析 ・検 討 してみれ ば,彼 のい う派生

的企 業選択権 に該 当す る と考 え られ る選択 権 を規

定す る条項 もまた数多 く存 在 してい る ことが 明 ら

か となる。 これ を まとめた ものが 表2で あ る。

最 後 に,本 来の 企業選択 権 を識 別す るため の表

現 上の手掛 か りを得 るため に,彼 の例 示 してい る

条 項 を分析 してみ る と,「 貸 借対 照 表 また は附 属

明細 書 に記 載 ……」 あるい は 「…… 限 り,… …で

きる」 とい う表現 が 用 い られ て い る こ とが わか

る。 そ こで,こ れ らの表現 を 一応 の 手掛か りと し

てEU会 計指 令の 各条項 の表現 ・内容 を分析 ・検

討 してみれ ば,彼 のい う本 来の企業 選択権 に該 当

す る と考 え られ る選択 権 を規 定す る条項が 他 に も

存在 して いる こ とが明 らか となる。 これを まとめ

た ものが表3で あ る。

か くして,EU会 計 指令 の 各条項 の 表現 ・内容

を分 析 ・検 討 した結果,文 言上 の表現 の共通性 ・

相違性 を基準 に して分類 すれ ば,表1か ら表3の

ように まとめ る こ とが で きた。 これ らの表か ら,

各選択権 を含 意す る条項 の基 本的表現,つ ま り条

項 にお け る表現 の基本 型 には以 下の型 があ る こ と

が わか る。

まず 第 一に,加 盟 国選択権 を含 意す る表現 につ

い ては,ヴ ェーバ ー ・ブラ ウ ンの い う 「加 盟 国は

…で きる」 とい う代 表 的表現 のみ な らず ,こ の

受動 表現で あ る 「加 盟 国に よって…… され得 る」

あ るい はその類似 表現 とみ られる 「国 内法 は……

で きる」,更 には 「各加 盟 国の 法規 定 が… … を定

め てい ない限 り,… …」 あ るいは 「各加 盟 国の法

規定 が… … を定め て い る 限 り,… …」,ま た 「各

加 盟国 の法規定 が… …認 め てい る限 り…… 」,「加

盟 国 は…… また は…… を定 め る」,そ して 「加 盟

国 は,… …以 内 を定 め る」 とい う6つ の表現 の存

在 も新 た に判 明 した とい える。新 たに見 出 され た

表現 の うちの 「各加 盟国の 法規定 が…… を定め て

いない 限 り,… …」 とい う表現 の場 合 には,加 盟

国の国 内法 規定 に定め られて いない時 に は本指 令

に従 うこ とが要請 され てお り,文 意 か ら,も し定

め られ てい る時 に はそ の国内法 の規定 に従 うこ と

が要請 され てい る と解 釈 され得 るの で,選 択 の余

地 は加盟 国 に よる国 内法の規 定化の ロ∫否 にあ るに

過 ぎない。 故に,こ の ような表現 を含む条項 にお

け る選 択権 も加 盟 国 選択 権 に属 して い る とい え

る。 また,新 た に見出 され た表現 の うちの 「各加

盟 国の法規 定が… … を定め てい る限 り,… …」 と

い う表現の場 合 には,加 盟 国の 国内法規 定が定 め

られてい る時 にはその国 内法の規 定 に従 うこ とが

要請 され てお り,文 意か ら,も し定 め られて いな

い時に は本 指令 に従 うこ とが要 請 されてい る と解

釈 され得 るので,こ こで も選択 の余地 は加盟 国 に

よる国 内法 の規 定化の 可否 にあ るに過 ぎない。 故

に,こ の よ うな表現 を含む条項 にお け る選択権 も

また,加 盟 国 選 択 権 に属 して い る とい え る。 ま

た,新 た に見出 され た表現 の うちの 「各加 盟国の

法 規 定 が ……認 め て い る 限 り……」 とい う表 現

は,加 盟国 の国内法規 定が特 例的措 置 を認めて い

る時 に はそ の国 内法 の規定 に従 うことが容 認 され

てお り,文 意か ら,も しそれ を認めて いない時 に

はそ の よ うな特 例 的措置 は認め られ ない と解釈 さ

れ得 るの で,選 択 の余地 は加 盟国 による国内法 の

規 定化 の可 否 にのみ ある とい える。 それゆ えに,

この よ うな表現 を含 む条項 にお け る選択 権 は,加

盟 国選択権 に属 して いる と考え られ るので あ る。

その 他の 表現 は,明 らか に加 盟 国に選択 の余地

があ る ことを意味 してい る とい える。 これ らの 表

現 は,あ る会計方法 等の実施 あ るいは規定 化の 可

否 につ いて の判 断 を加 盟 国にすべ て委ね てお り,

「EU会 計指 令 の 国内 法へ の 転換 に際 して,こ の

指令 に含 まれて いる選択権 の行使 を加 盟国 に認め

る もので あ り,加 盟 国が これ を行使 した後 には企

業 には何 らの 裁 量の余 地 も残 って い な い7」選択

権 を意味 して い る。

第二 に,派 生 的企業選択 権 を含意す る表現 につ

いて は,彼 の い う 「加盟 国 は,… … を認 めるか,

あ るい は…… と定め る こ とが で きる」 とい う表現

と 「加 盟国 は,… … を認め る こ とが で きる」 とい
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表1.第4号 指令における加盟国選択権 に関する条項 とその内容

条 項 規 定 内 容 選択権の内容 特徴的表現 種類

第1条 第2項 適用範囲 金融機関 ・保険会社への適
用 加盟国は…で きる 1

第2条 第5項 第3文 年次決算書の作成 例外的場合の適用除外 加盟国は…で きる 2

第4条 第1項 第4文 表示方法 項 目の細区分 ・追加 加盟国は…で きる 2

第2項 第2文 ク 特定企業の項 目調整 加盟国によって…され得る 2

第3項 ク 科目統合 加盟国によって…され得る 2

第4項 第2文 ク 前事業年度の数値の調整 加盟国は…で きる 2

第5条 第 工項
投資会社および資本参加会社の年次決算書の
様式 特別の様式 加盟国は…で きる 5

第8条 貸借対照表の様式 勘定式/報 告式
加 盟 国 は ・・ま た は ・・を 定 め

る a

第9条 借方A
勘定式の貸借対照表 ・資産の部 ・引受済未払
込資本

負債 の部への記載(国 内
法) 国内法が定めていない限 り 3

CIl

勘定式の貸借対照表 ・資産の部 ・無形固定資
産 研究開発費の借方計上 国内法が・・認めている限 り 3

皿7 ク ク 自己株式 自己株式/自 己持分の借方
計上 国内法が一認めている限 り 3

DII5

〃 〃 払込催告済
みの未払込資本 A項 目記載(国 内法) 国内法が定めていない限り 3

Dr[6
〃 〃 計算区分

項 目
E項 目記載(国 内法) 国内法が定めていない限り 3

tl 〃 〃 自己株式 自己株式/自 己持分の借方
計上 国内法が・・認めている限 り 3

E
〃 〃 計算区分項

目
DH6項 目記載(国 内法) 国内法が定めていない限り 3

F 〃 〃 年次損益 貸 方AM項 目記 載(国 内
法)

国内法が定めていない限り 3

貸方AI
勘定式の貸借対照表 ・負債 ・資本の部 ・引受

済資本

払込催告資本の記載(国 内
法) 国内法が定めていない限り 3

AIV1 ク 〃 法定準備 金 法定準備金の貸方計上 国内法が・・定めている限 り 3

N2

〃 〃 自己株式準

備金

自己株式/自 己持分準備金
の借方計上 国内法が一定めている限 り 3

VI
ク 〃 年次損益 借方F項 目/貸 方E項 目

記載(国 内法) 国内法が定めていない限り 3

C9 ク 〃 前受金 貸 方D項 目 記 載(国 内
法) 国内法が定めていない限り 3

D 〃 〃 ク 貸 方C9項 目記 載(国 内
法)

国 内法が定めていない限 り 3

E ク 〃 年次損益 貸 方A6項 目記 載(国 内法
)

国内法が定めていない限り 3

第10条A 報告式の貸借対照表 ・引受済未払込資本 項 目L記 載(国 内法) 国内法が定めていない限り 3

19 ク ク K項 目記載(国 内法) 国内法が定めていない限り 3

K ク 〃 F9項 目/19項 目 記 載

(国内法)
国内法が定めていない限り 3

L1 〃 引受済資本 払込催告資本の記載(国 内
法) 国内法が定めていない限 り 3
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LNl ク 法定準備金 法定準備金の貸方計h
国内法が ・・定めている限

り
3

i

N2
ク 自己株式準備金 自己株式 自己持分準備金

の借方計 ヒ
国内法が ・・定めている限
り

i

3

第11条 簡易貸借対照表 規模基準による総括記載 加盟国は…で きる 4

第17条 第2文 資本参加の意味 20%以 内 の基準比率 加盟国が ・・以内を定める a

第18条 第2文 前払金の記載方法 債権 としての計 ヒ 加盟国は…で きる a

第21条 前受金の記載方法 債務 としての計 ヒ 加盟国は…で きる a

第22条 損益計算書の様式
勘定式 報告式 ・総原価法
売上原価法

加 盟 国 は ・ ・ま た は ・ ・を

定 め る
a

第27条 第1・2文 簡易損益計算 書 規模基準による総括記載 加盟国は…で きる a

第30条 第1文 課税額の記載方法 総括記載 加盟国は…で きる 3

第33条 第1項 評価方法の特例
取得 製作原価評価からの
乖離

加盟 国は…できる bl

第33条 第2項C第
2文

〃 再評価積V.金 の使用につい
ての規定化

加盟国は…で きる b

第39条 第2項 第2
文

流動資産の評価
借入資本利息の製作原価算
入 加盟国は…で きる b

第43条 第2項
附属明細書の記載事項 資本参加会社への適用免除 加盟国は…で きる 1

第47条 第1項 第2
文

公示対象 営業報告書の除外 国内法 は…で きる 3

第51条 第2項 会計監査 規模基準による監査義務の免
除

加盟国は…で きる 4

第55条 第2項 施行 ・報告 施行期日の延長 加盟国は…で きる 1

第59条 第2項C 結合企業の資本に対する持分評価
簿価 自己資本における資
本参加対応額 加盟国は…で きる bl

第3項 第3文 〃 評価替え 加盟国は…で きる 1

第60条 第1・2文 投資会社
市場価額による評価,区 分
記載の免除 加盟国は…できる 1

う表現 に加 えて,「 各 加 盟 国 の法 規定 が …… を定

めてい る限 りs… …認 め る」 とい う表現 の存 在 も

新 た に判 明 した といえ る。 これ らの派 生的 企業選

択 権 を ヴ ェー バ ー ・ブ ラ ウ ンは,「EU会 計 指 令

の選択 権 の行 使 を企業 にゆだね るか,ま た はそ の

国 内法 へ の転換 の枠 内 におい て 自 らそ の権 利 を行

使 す る か,こ の判 断 を加盟 国 に任 せ るH」選択 権

と 「加 盟 国が 自 らそ の 権 利 を行 使 して は な らず

に,加 盟 国の 国内法 におけ る選 択権 を企業選択 権

に移 し変 え な けれ ば な らないy」選 択権 とに 区分

して い る。 後 者 の選 択 権 を 含意 す る表 現 と して

「加 盟 国 は,… … を認 め る こ とが で きる」 とい う

表現 が見 出 されて い るの であ る。

しか し,こ れ は,一 読す る限 りで は表現 上 は加

盟 国に選択 権が与 え られ てい る ように思 える。 と

ころが,「 国内法 にお いて該 当 す る規 定 が な けれ

ば,加 盟 国 は選択 権の移 し変 え を無視す るこ とが

で きる円 とい う彼 の指 摘 に着 目す れば,こ の表

現 は加 盟国 の国内法 に既 に該 当す る選択権規 定が

存在 してい る こ とを前提 として,加 盟 国が国 内法

に既存 の選択 権 を企業選択権 として 認め るこ とを

要請 して い る と解釈 され得 るの であ る。 したが っ

て,こ の表 現 は,選 択権 それ 自体の行 使が加 盟国

で はな く,企 業 に委 ね られ てい るこ とを意味 して

い る とい える。 それ ゆえ に,こ の ような表現 を含

む条項 にお ける選択 権 は,こ れ を派 生的 企業選択

権 と呼 ぶ こ との是非 は と もか くとして,少 な くと

も実 質的 には企業側 の選択 権 に属 して いる と考 え
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表2.第4号 指令における派生的企業選択権に関する条項 とその内容

条 項 規 定 内 容 選択権の内容 特徴的表現 種類

第2条 第6項 年次決算書の作成 追加情報の開示 加盟国は一認める/定 める
ことがで きる c2

第6条 利益処分または損失処理 決算書の様式の適合
加盟国は一認める/定 める
ことがで きる 3

第9条 借方B 勘定式の貸借対照表 ・資産の部 ・創業費 無形固定資産(国 内法) 国内法が定めている限 り一
認める

3

第10条B 報告式の貸借対照表 ・資産の部 ・創業費 無形固定資産(国 内法) 国内法が定めている限 り・・認
める 3

第20条 第2項 危険性引当金および負債性引当金の計上 危険性/負 債性引当金の計
上

加盟国は一認めることがで
きる

b

第27条 簡易損益計算書 規模基準による総括記載 加盟国は・・認めることがで
きる 4

第33条 第3項 評価方法の特例 価値修正額の計上 ・表示 加盟国は・・認める/定 める
ことがで きる b

第36条 投資会社の評価の特例 価値修正額の相殺表示 加盟国は一認めることがで
きる

5

第37条 第1項 研究開発費および暖簾の評価 原 則(第34条 第1項a)
の適 用除外

加盟国は・・認めることがで
きる

b

第2項 〃 5年 超の暖簾の償却 加盟国は・・認めることがで
きる b

第39条 第1項C 流動資産の評価 臨時的な価値修正 加盟国は ・・認めることがで
きる

b

第40条第1項 棚卸資産の評価 計算方法の選定 加盟国は・・認めることがで
きる b

第44条 簡易附属明細書の作成 規模基準による総括記載
加盟国は・・認めることがで

きる
4

第45条 第1項 附属明細書の記載事項の特例 原 則(第43条 第1項 第2

号)へ の補足

加盟国は一認めることがで
きる a3

第2項 〃 原 則(第43条 第1項 第2
号)の 適用除外

加盟国は・・認めることがで
きる

2.4

第47条 第2項 公示 規模基準による総括記載 加盟国は一認めることがで
きる

4

第2項b 〃 監査報告書の非公示 加盟国は・・認めることがで
きる 4

第3項 ク 規模基準による総括 ・区分
記載

加盟国は・・認めることがで
きる

4

第59条 第1項 結合企業の資本に対する持分の評価 資本参加関係の記載 加盟国は・・認める/定 める
ことがで きる bl

第2項d 〃 算定日 加盟国は・・認める/定 める
ことがで きる bl

第6項c 〃 損益計算書への計上
加盟国は 一認める/定 める
ことがで きる bl

られるので ある。

これ に対 して,「 加 盟 国 は,… … を認 め るか,

あるい は…… と定め るこ とがで きる」 とい う表現

は,選 択権の行使 ・不行使 の判断 を企 業に委ね る

か否 か,あ るいは 自らが この選択 権の行使 ・不行

使の判 断 をお こな うのか否 か,こ れ らの判 断がす

べ て加 盟 国 に委 ね られ て い る こ とを意 味 して い

る。 とはい え,選 択 の余地 は加盟 国 に よる権 利行



条 項

第8条 第2文

第9条 貸 方C3

第10条

第14条 第1文

F3

13

第15条 第3項a第3
文

第22条 第2文

第35条 第1項caa

第38条

第3項b

第4項

第41条 第1項

第43条 第1項 第2号

第59条 第3項 第1文

第59条 第9項
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表3.第4指 令における本来の企業選択権に関する条項 とその内容

規 定 内 容

貸借対照表の様式

貸借対照表 負債 ・資本の部

偶発債務の記載

資産の記載方法

損益計算書の様式

固定資産の評価

〃

ク

簡易評価法

ウ

長期債務における利息の評価方法

附属明細書の記載内容

結合企業の資本に対する持分の評価

7

選択権の内容 特徴的表現 種類

貸借対照表の様式の選択 選択を企業に委ねる a

前受金 前受金の貸方計L 控 除 されていない限 り b

〃 ク …控除されていない限 り
b

ク 〃 …控除されていない限 り b

貸借対照表への注記 附属
明細書

・ま た は …
a

貸借対照表 附属明細書 ・ま た は …
a

損益計算書の様式の選択 選択を企業に委ねる a

価値修 正額の計r_
… され得る

b

製作原価への間接的原価の
加算

… され得 る b

製作原価への借人資本利息
の加算

・さ れ 得 る
b

固定数量 ・固定価額による
計上

・さ れ 得 る b

法 長期債務利息の借方計h ・され 得 る
b

記載事項の省略 … され得 る
a

評価 評価替え ・さ れ 得 る bl

適用除外 ・さ れ 得 る bl

使 ・不 行使お よび企業 への権 利の委譲 の可 否のみ

な らず 権利委 譲の場 合の企 業 に よる権利行 使 ・不

行使 に もある といえ る。 したが って,こ の よ うな

表現 を含 む条項 におけ る選 択権 は,加 盟 国選択権

と(派 生 的)企 業 選択権 とに属 して い る と考 え ら

れ るの であ る。

また,新 たに見出 され た 「各加盟 国の法規 定が

…… を定め てい る限 り,… …認 める」 とい う表現

は,加 盟国 の国内法規 定が 定め られて いる時 には

そ の国 内法 の規定 に従 うことが容 認 されてお り,

文意 か ら,も し定 め られてい ない時 にはその よう

な特 例 的措 置 は認 め られず,結 果 と して本指令 に

従 うこ とが・要請 されて い る と解 釈 され得 るので,

選択 の 余地 は加 盟国 に よる国内法の規 定化 の可否

のみ な らず規定化 されてい る場 合 には企業 に よる

権 利 行使 ・不 行 使 に もあ る とい え る。 そ れ ゆ え

に,こ の よ うな表現 を含 む条項 におけ る選択 権 も

また,加 盟 国選択権 と(派 生的)企 業選 択 権 とに

属 してい る と考 え られ るので ある。

したが って,派 生的企 業選択権 には選 択の 余地

が加 盟 国 と企業 とに与 え られ る こ とにな る選択 権

と企業 にのみ与 え られる こ とに なる選択 権 とが あ

る といえ る。

最 後に,本 来の企 業選択権 を含意 す る表現 につ

い ては,前 掲 の表現 に加 えて 「そ の選択 を企業 に

委 ね る」 あ るい は 「…… され得 る」 とい う2つ の

新 た な表現 が見 出 され得 る。 これ らの場 合 には選

択 の余地 は企業 にのみ与 え られてい るに過 ない。
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故 に,こ の よ うな表現 を含 む条項 にお ける選択権

は本 来の企業選択権 に属 してい るといえる。 これ

らはすべ て 「加盟 国がEU会 計指令 の選択権 の行

使 には一切影響 を及 ぼ さず,そ の行使 がただ企業

に の み 委 ね られ て い るH」 選 択 権 を意 味 して い

る。

とす れば,こ こで着 目すべ きは,EU会 計 指令

におい てヴェーバ ー ・ブ ラウ ンが指摘 す る三種類

の選択権 について誰 が どの レベ ルで行使 す る(行

使させる)か に よって4つ のパ ター ンが考 え られ

てい る とい うこ とであ る。つ ま り,加 盟 国選択権

は,文 字 通 り加盟 国に よってのみ行使 され,本 来

の企業 選択権 は,こ れ もまた文字通 り企業 に よっ

て のみ行使 され る。 ところが,派 生的 な企業 選択

権 につ いては,一 方で は加盟 国の選択権 として 当

事 国の判 断 によって 自 らが行使 す るか 企業 に行使

させ るか を選択 で きる一後者 で は企業側 の選択権

が生 じる一 場合 と,他 方 では加盟 国には選択 権 は

与 え られず に企業 に行使 させ る こ とだけがで きる

場合 とが想定 されて いるので,ヴ ェーバー ・ブラ

ウンにあ っては この派生 的な選択権 は,加 盟 国選

択権 と本 来の企業選択権 との 中間的な存在 として

位 置づ け られてい る といえる。 とはい え,こ の中

間的 な選択権 も権利行使 の主体 を基準 とすれ ば,

結 局 は加 盟 国選択 権 と本来 の(こ の段 階で は最早

この ような修飾語は不要ではあるが)企 業 選択 権 と

に収敏す る こと となる。 ここに留 意すべ きは,と

りわけ加盟 国 に選択権 行使の機 会が与 え られてい

る派生 的 な企業選択権 を含め た広 義の加盟 国選択

権が この指令の ドイツ国 内法へ の転換 に際 して ど

の よ うに行使 されたのか とい うことで あるが,こ

の こ とは,次 章 での検討 に委 ねる こ ととす る。

これ までの検 討か ら,EU会 計指 令 の条項 を網

羅 的に分析す る ことに よって,そ こに含 意 され て

いるすべ ての選択権 が抽 出 され,分 類 された もの

の,こ れ だけで はEU会 計指令の選択 権 につ い て

の考 え方 を解明す るには不 十分 といわ ざるを得 な

い。何 故 な らば,問 題 の発端 は,比 較 可能性 と選

択権 との整合性 の如何 にあった に もかかわ らず,

この点 につ いては未 だ何 も解 明 されてはい ないか

らであ る。 そ こで,比 較 可能性 と選択 権 との整合

性 につ いて,特 に比較 可能性へ の選択権 の影響 と

い う視点 か ら検討 を加 えておか ねば なる まい。

この問題の検討 に際 して も,ヴ ェーバ ー ・ブ ラ

ウ ンの見解が手掛 か りとなる。彼 によれば,年 次

決算書 の利用者 に とって,加 盟 国 にお ける年次決

算が どの程度 の質を備 えているのか,ま た年次決

算情報 が どの程 度の範囲 で比較 可能 であ り,等 価

となる のか とい うこ とが 重要 な意 味 を持 っ て い

る12。この重 要 な関心 事 が,「(EU)指 令 に よって

与 え られ てい る選 択権 に依 存 してい る';iJの で あ

る。 この ことか ら,結 果 と して は国内法化 される

ことになるEU会 計指 令で ある とはい え,そ こに

おいて選択権 が どの ように理解 されてい るのか と

い うこ とは,実 はその後の 国内法化 に際 して も非

常 に大 きな意 味 を持 っ て い た こ とが 推 察 され 得

る。そ の場 合 に特 に着 目すべ き問題 は,彼 も指摘

して い る よ うに14,EU会 計 指 令 にお け る選 択 権

の種類,比 較可能性へ の選択権 の影響,年 次決算

情 報 の等価性,加 盟 国あ るいはそ こに属す る企業

に よる選択権 の行使 の方法 ・範 囲,と い う4つ の

問題 であ る といえ る。

しか し,こ れ らの問題 の うち,第 一 の問題 は既

に上述 の如 く解決 されて いるので,こ こでの関心

は専 らヴェーバ ー ・ブラ ウンの指摘す る第二の 問

題 であ る比較 可能性 へ の選択 権の影響 につ いて,

彼 が どの ように理解 してい るのか とい うこ とに他

な らない。 ところが,こ の問題 は,年 次決算の …

般 的 な 目的且5として比 較可 能性 と等価 性 とを対等

に措定 してい る彼 にあって は,年 次 決算情報 の等

価 性 とい う問題 とも密接 に関連 してい る と考え ら

れ るの で,こ こで は,こ れ らの 問題 をま とめて検

討す る こ と とす る。彼 に よれば且6,加盟 国 選択 権

と派生 的 な企業選択権 の うちの比較 可能性 お よび

等価性 に影響 を及 ぼ さない選択権 に関わる規 定 と

して は,(1)将 来の 調整 に委ね られた 規定,(2)EU

会計指令 の最低 限の要求 を超 えた規定,(3)情 報の

種類 ・内容 を歪 めない よ うなその記載場所 につ い

ての規 定,(4)小 規模 ・中規模 企業の ための保護条

項 と特 別規定,(5)特 定 の専 門分野 のための特 別

規定,の 存在が指摘 されている。彼 の この分類法

に則 して これ を前掲 の表1か ら表3に 付 け加 えた
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ものが各 表の右 端 にあ る 「種 類」欄 の 算用 数字1

～5の 表 示 で あ る。 こ の1～5の 表 示 が 前 述 の(1)

か ら樹 の 各規 定 に対応 してい る ことはい う まで も

ない。彼 は,こ れ らの 各規 定群 に属す る個 々の規

定 を分析 した結 果 として,こ れ らの諸 規定,し た

が ってそ こに含 まれ てい る選択 権 は,年 次 決算書

の比較可 能性 と等価性 につ いて何 らの重 大かつ持

続 的 な影響 も及ぼ さない とい う結 論 を導 き出 して

きて い るの であ る。 とす れば,も う一一方 の比較可

能性 お よび等価性 に影響 を及ぼす 選択権 に関 わ る

規定 に は,ど の よ うな規 定が含 まれ るのであ ろ う

か。 彼 は,こ れ を次の ような{つ の グルー プに分

類 して い る17。そ れ らは,(a)区 分 ・表 示 選択 権 に

つ いての規 定,(b!計 止 ・評価選択 権 につい ての規

定,(c)開 示選択権 につ いて の蜆定 とい う三種類 の

選択 権 に関す る規定群 であ る。 彼の この分類 法 に

則 して これ を前掲 の 表1か ら表3に 付 け加 えた も

のが 各表の右端 にある 「種類 」欄 の アルフ ァベ ッ

トa～cの 表示で あ る。 このa～cの 表示が前 述 の

(aト(c}の 各規定 に対 応 してい るこ とはい うまで も

ない。 これ らの規 定 にお いて認 め られ てい る選 択

権 は,行 使 レベ ルの違 い とい う観 点か らみ れば,

加 盟国 レベ ルの選択 権行 使 ・不 行使 に属す る選択

権 と企業 レベ ルの選択権 行使 ・不行使 に属す る選

択 権 に区別 され る。 しか も,本 来の企業選択 権 に

つ いては 前述 の如 くEU会 計指令 の国 内法 へ の転

換 に際 して は,加 盟 国の立 法 者が これ らの選択権

の転換 あ るいは適 用にあ たって何 の影響 も及 ぼす

こ とを得 ないため に,ま さに企業 の意思 決定 ドに

置かれて いる選択 権で ある こ とか ら,す べ て 企業

レベ ルの それ と考 え られ得 る。 とはいえ,行 使 レ

ベ ルの如何 にか かわ らず,こ れ らの選択 権 は,す

べ て何 らかの形 で国 内法 と関わ って い るこ とに着

意すれ ば,こ れ らの選択 権 につい ての詳細 な検 討

こそが ここで の主 たる課題 でな ければ な らぬ こ と

が わか る。そ の際,こ こで は ドイツ国内法 と して

の 会計指令法 ヒの選択 権が検 討 されれ ばそれで 十

分 であ る とい える。何 故 な らば,加 盟 国 レベ ルの

選択権 行使 ・不行使 の結果 はすべ て 国内法 として

の 会計指令 法 に反 映 されて いる筈 で あ り,ま た企

業 レベ ルの選択権 につ いて は立法者側 に はこれ ら

の選択 権 につ いて行使 ・不 行使 に介入の 余地 はな

く,EU会 計指 令 の レベ ル にお け る選択 権 の容 認

姿勢 がそ っ くりそ の ま ま国内法 に も継受 され る こ

とが加 盟 国に は義 務づ け られて い るか らで ある。

つ ま り,加 盟国 レベ ルの選 択権 も企 業 レベ ルのそ

れ も国 内法 にお いて明文 化 されてい る筈 で あ り,

も し明文 化 されてい ない ものが あ る と して も,そ

れは明文 化 しない よ うに選択権 が行 使 されたか,

あ るいは選択権 が行使 され なか った ことに よって

明 文化 され てい ないのか,の いず れか に他 な らな

い と考 え られ得 るか らで ある。 したが って,ド イ

ツ国内法 におけ る これ らの選択 権 につ いての検 討

が次章 で の中心 的な課題 とい える。

しか し,そ の前 に ヴェーバー ・ブ ラウ ンが指摘

してい る最 後の 問題で ある加盟 国あ るい はそ こに

属 す る企業 による選択権 の行使 の方法 ・範 囲につ

いて も言及 してお く必 要が あろ う。 この問 題は,

実 は単 独 に検 討 され る よ うな性 質 の もの で は な

く,前 述 の 各種 の選択 権 と密接 に関わ ってい る,

とい うよ りもむ しろ表 裏 ・体 の もで あ る とい え

る。 したが って,こ の問題 も国 内法 の レベ ルにお

い て同時 に検討すべ きものであ る と考 え られ る こ

とか ら,先 の問題 とあ わせ て次 章での検 討 にゆだ

ね る こ ととす る。

か くして,こ れ まで の検 討で は ヴェーバ ー ・ブ

ラウ ンの 見解 に新 た な着想 を得 て,EU会 計指 令

にお ける選択権 の種類 お よびその行使 レベ ル に着

目す る ことに よって,ど の ような選択 権が 国内法

化の際 に問題 とな り,特 に年 次決 算書の比 較 可能

性 お よび等価性 に影響 を及ぼす選択 権 と して どの

よ うな もの が規定 され る ことになるの かが明 らか

となった。 それ で は,こ れ らの 選択 権 は,EU会

計指 令が ドイツ国内法化 され る際 に,ど の よ うに

継受 されたの であ ろ うか。

3.ド イツ におい て国 内法化 され た選択権

EU会 計 指令 か らの継 受

EU会 計指 令 の国 内法化 は,各 加 盟 国 にお い て

程 度の差 こそあれ それぞ れに紆 余曲折 を経 た よう

で あるが,ド イツにお ける国内法化 は どの加盟 国

に も増 して相 当 な難 事業 で あ った といえ る1S。こ
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の こ とは,当 該 指 令 の制 定 が1978年 で あ っ た に

もかか わ らず,以 来 国内法化 に至 る まで に約7年

の年 月 を要 した こ とか ら も容 易 に推 察 され得 る。

ドイツにお いて は,こ のEU会 計指 令 は,既 述 の

如 く会 計指 令 法 とい う名 の下 に1985年12月24

日に公 布 され1986年12月31日 以 降 に始 まる事

業年 度 よ り適 用 を開 始す る こ とで 決着 した'9。 ド

イツにおい てその公 布 までに長期 間 を費や した大

きな理 由 と して,シ ュ ミー レヴ ィ ッチ(Chmiele-

wicz,Klaus)はzo,第4号 指 令 の み な らず 第7号

指令 お よび第8号 指 令 もすべ て一緒 に ドイツ法 に

転 換 した い とい う願 望が あ ったこ と,加 盟 国 に認

め られてい る立法上 の選択権 を どの よ うに行使す

るの かが争点 となってい た こ と,こ れ らの指令 の

最低 限規制 を超 える規定 を設 けるべ きか否 か,ま

た設 け る場合 に は どの程度 まで設 け るべ きか とい

う疑 問 を抱 いて いた こ と,租 税 負担 の増大 に繋が

らない よ うに国 内法へ の転換 をお こな うべ き とい

う議論 があ った こ と,そ して国 内法へ の転換 の基

本構想 につ いて意見 が分 かれて いた こ とを指摘 し

て いる。 と りわ け法 制度 にお ける調 整が大 きな障

壁 とな って いた こ とは,こ のEU会 計指 令 の 国内

法化 と同時 に株 式法 にお け る会計規 定 を商法 に統

合 しよう として いた こ とな どか らも窺 い知 るこ と

がで きるで あろ う。 この ような統合 を意 図 した会

計指令 法の制 定 は結 果 として商法 の大改正 お よび

そ の他 の 関連 法規 の改正 をも視野 に入れ た大事業

にな らざるを得 なか ったのであ る。

それで は,そ の ような経緯 の下 で漸 く制 定 され

るこ と となった ドイッ会計 指令法 にお いて既 述 の

選択 権 は どの よ うに規 定 され て い るの で あ ろ う

か。 この検討 の ため には,こ の会計 指令法 の規 定

そ れ 自体 を手掛 か りとす る以外 には,方 途 は開か

れ てい ない ことは明 白で あ る。 しか も,こ こで看

過 しては な らぬ こ とは,会 計 指令法 は,そ れ 自体

が独立 した一 つの法律 として存在す るわけで はな

く,い わ ゆる 「条項 法(DasArtikelgesetz)」 とい

う形態 によって,商 法第3編 を中心 と して,あ わ

せ て39も の法律 の改 正 と,一 つ の新 法 と5つ の

新 規 則 の 制 定 とを経 て形 成 され て い る こ とで あ

る21。とす れば,こ こで の課 題 は,わ れ われ の 問

題 意識 に照 らせ ば,EU会 計 指令 にお ける各種 の

選択 権が ドイツ会計指令 法 におい ては どの ように

規 定 されてい るのか を明 らか にす る こ とで なけれ

ば な らな い。 この こ と に よ って,ど の 選択 権 が

EU会 計指 令 に 由来 して いる のか,ま た どの選択

権 が ドイツ国内法 に固有の もので あるのか が解明

され る ことにな る。

そ こで,既 に前章 にお いて明 らか となってい る

選択 権 に関す るEU会 計指令 の条項 とこれ に対応

す る ドイツ会計 指令法 の条項 の有無 を確認 してお

くこ とがそ の結果か らみ て も有益 であ る と思われ

るの で,こ れ を一一覧で きる ように まとめ てみ る と

表4-1,表4-2お よび表4-3の よ うに な る。 こ

の三種類 の表 は,前 章 にお け る三種類 の選択 権 に

そ れぞ れ 対応 して い る。 した が っ て,表4-1か

らは加 盟国選択 権 の行使 ・不 行使 の状 況 を読み取

るこ とが で きる。 また,表4-2か らは派 生 的企

業選択権 の行 使 ・不行 使 あるい はその導入 の状況

を読 み 取 る こ とが で きる。そ して,表4-3か ら

は本 来の企業 選択権 の導入 の状況 を読み取 るこ と

がで きる。 これ らの表 によって,一 瞥の下 に少 な

くともEU会 計指令 にお け る選択 権 を含 意す る条

項 が ドイッ会 計指令 法の どの条項 と対応 してい る

のか がわか る。そ れだけ では な く,更 に この表 か

らEU会 計指 令 に由来す る加 盟 国選択権 が ドイツ

にお け る国内法化 に際 して どの ように行使 され た

のか,あ るいは行使 され なか ったのか とい うこ と

が明 らか とな った とい える。

こ こに注意 すべ きは,い ずれの 選択権 につ いて

も国内法 に転換 されてい ない ものがあ る とい うこ

とで あ る。 この こ とは,条 項 の文 言 に見 られ る特

徴 的 表現 を手掛 か りと して,企 業側 に与 え られ て

い る と判断 され た したが って,加 盟 国に は介入

の余地 が ない と考 え られ ていた 選択権が 加盟 国

の立場 に ある ドイッ立法 当局の介 入 に よって転換

され なか った こ とを意味 してい る とい える。つ ま

り,本 来の企 業選択権 といえ ども,結 局 は加盟 国

の立法 当局 の判断 が先行要件 となってお り,こ れ

が満 た され た ときに初め て企 業選択 権が発 生す る

と考 え られ得 るの であ る。

更 に注 目すべ きは,加 盟 国選択権 の行使 に よっ
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表4-1.EU会 計指令の加盟国選択権条項 と ドイツ会計指令法の該当条項 との対応関係

(1)EU会 計指 令の 条項 (2)ドイツ会計指令法の条

第1条 第2項 第25条a以 下KWG(注1)

第55条 以下VAG(注2)

第2条 第5項 第3文 明文を以っては転換 されず

第4条 第1項 第4文 第266条 第1項

第275条 第1項

第265条 第5項

第2項 第2文 第265条 第6項

第3項 第265条 第7項

第4項 第2文 第265条 第2項

第5条 第1項 転換 されず

第8条 第266条

第9条 第266条

第10条 転換 されず

第17条 第2文 第271条 第3文

第18条 第2文 第268条 第4項 第2文

第21条 第250条 第2項

第268条 第5項 第3文

第22条 第275条 第1・2・3項

第30条 第1文 第275条 第2・3項

第33条 第1項 転換 されず

第33条 第2項C第2文 転換されず

第39条 第2項 第2文 第255条 第3項

第284条 第2項 第5号

第43条 第2項 転換 されず

第47条 第1項 第2文 〃

第51条 第2項 第267条 第1項

第316条 第1項 第1文

第55条 第2項 第23条 第1・3項EGHGB

第59条 第2項C 転換 されず

第3項 第3文 転換 されず

第60条 第1・2文 転換 されず

(3×2)の特 徴 的表現

… されな ければ な らない

… しなけれ ば な らない

… しな ければ な らない

… また は… しなけれ ば な らな い

…認 め られ る

… しなけれ ばな らない

… で きる

… しなけれ ば な らな い

… しなけれ ば な らな い

… しなけれ ば な らない

… を超 える ものは… み な され る

… しなければ な らない

… され なけれ ば な らない

… され なけれ ば な らない

… しなけれ ば な らない

… しなけれ ば な らな い

… 認め られ る

… しなけ れば な らない

… をい っ

… され な けれ ばな らない

… されな けれ ばな らない

(注1):GesetzuberdasKreditwesen(銀 行 法)

(注2):GesetzuberdieBeaufsichtigungderprivatenVersicherungsunternehmenVersicherungsaufsichtsgesetz)(保 険 監 視 法)

(注3):EinfuhrunggesetzzumHandelsgesetzbuch(商 法 典 施 行 法)

(出 典)HerbertBiener,WilhelmBerneke.Bilanzrichtlinien‐Gesetz.,Dusseldorfl986年,801-830頁 お よ びLotharSchruff(Hrsg.},

Entwicklungder4.EG‐Richtlinie,Dusseldorfl986年,巻 末 資 料 よ り 作 成 。
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表4-2.

ドイツ会計指令法上の選択権の成因

EU会 計指令の派生的企業選択権条項とドイツ会計指令法の該当条項との対応関係

(1)EU会 計 指令 の条項 (2)ドイツ会計指令法の条項 (3×2>の特徴 的表現

第2条 第6項 な し

第6条 第268条 第1項 … で きる

第9条 借方B 第266条 … しなければな らない

第10条B 転換 されず

第11条 第266条 第1項 第3文

第267条 第1項

第268条 第4項 第1文

第5項 第1文

… すれ ば よい

… をい う

… しなけれ ば な らない

… しなけれ ば な らな い

第20条 第2項 第249条 第2項 … 認め られ る

第27条 第267条 第1・2項

第276条

… をい う

…で きる

第33条 第3項 転換されず

第36条 転換 されず

第37条 第1項 転換 されず

第2項 第255条 第4項 第3文 …で きる

第39条 第1項C 第253条 第3項 第3文

第277条 第3項 第1文

…認め られ る

… または… しなけれ ばな らな い

第40条 第1項 第256条 …で きる

第44条 第267条 第1項

第288条 第1文

… をい う

… に は及 ば ない

第45条 第1項 第287条

第286条 第3項 第1文

…で きる

…で きる

第2項 第286条 第2項 …で きる

第47条 第2項 第267条 第1項

第326条

・・をい う

… され なけれ ばな らない/… には及 ば ない

第2項b 第267条 第1項

第326条

… をい う

… され なけれ ばな らない/… には及 ば ない

第3項 第267条 第2項

第327条

・・をい う

… され なけれ ばな らない

第59条 第1項 転換 されず

第2項d 転換されず

第6項c 転換 されず

(出 典)HerbertBiener,WilhelmBerneke,Bilanzrichtlinien-Gesetz,Dusseldorf1986年,801-830頁

お よ びLotharSchruff(Hrsg.),Entwicklungder4.EG-Richtlinie,Dusseldorfl986年,巻 末 資 料 よ り 作 成 。
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表4-3.EU会 計指令の企業選択権条項 と ドイツ会計指令法の該当条項 との対応関係

(ifEU会 計指 令の 条項 (2)ドイツ会計 才

第8条 第2文 第266条

第9条 貸方C3 第268条 第5項 第1

第10条F3 転換 されず

13 転換 されず

第14条 第1文 第251条

第268条 第7項

第15条 第3項a第3文 第268条 第2項

第22条 第2文 第275条 第1・2・3

第35条 第1項caa な し

第3項b な し

第4項 第255条 第3項

第38条 第256条

第41条 第1項 第250条 第3項

第43条 第1項 第2号 第285条 第11号

第286条 第3項 第1

第59条 第3項 第1文 転換 されず

第9項 転換 されず

第2文

(3×2)の特徴 的表 現

・しなけれ ばな らない

・・しなけれ ばな らない

… されな けれ ばな らない

・しなけ れば な らない

・・しなけ れば な らない

… しなけ れば な らない

… 認め られ る

・で きる

…認め られ る

少 な くと も…

・で きる

…で きる

13

(出 典)HerbertBiener,WnhelmBerneke.Bilanzrichrlinien-Gesetz,DUsseldorfl986年,801-830頁

お よ びLotharSchruff(Ilrsg.).Fntwicklungder4.EG-Richtlinie.Diisseldc)rf1986年,巻 末 資 料 よ り 作 成 、,

て規定化 された場 合 に は,予 想 に違 わず ほ とん ど

の ものが強行 規定 とな ってい るこ とが 当該 条項 の

特 徴 的表現 か ら明 らか となる こ と,ま た派 生的 企

業選択 権 の場 合 に も,予 想 され た ように強行規 定

と任 意規定 とが混 在 してい るこ とが 当該 条項 の特

徴 的表現 か ら明 らか となる こ と,と ころが本来 の

企業 選択 権の場合 には予 想 に反 して任 意規定 のみ

な らず 強行規定 も見 出 され るこ とが 当該 条項 の特

徴 的表現 か ら明 らか とな るこ とで ある。

これ までの検 討か ら,ド イツ会計指 令法 におい

てEU会 計指 令か ら受 け入れ られた とみ な され る

選択権 が 具体 的 に どの よ うな もの であ るの か,そ

してそれが どの条項 と して存 在 してい るのか とい

うこ とが明 らか となっ た。 とはいえ,ド イツ会 計

指令法 にお け る選択 権が これだ け しか ない と判 断

す る こ とは 早計の誘 りを免 れ ない。何 故な らば,

ここで はEU会 計指 令 を基準 と して,そ の巾 か ら

選択権 に関す る条項 を抽 出 し,こ れ と対応 関係 に

あ る とみな され得 る ドイツ会計 指令法 上 の条項 を

検出 した に過 ぎないので,ド イツ会 計指 令法 にお

いて網 羅的 な検 出作業 がお こなわれた わけで はな

いか らであ る。 したが って,こ こで は,ド イツ会

計指令 法の 国内法化 に際 してEU会 計指 令 か ら継

受 され た選 択権 の存 在 を一一一応 は明 か に した もの

の,ド イツ会計指 令法 にお ける選択 権 の全体像 が

明 らか にな る ところ まで には至 って いない といわ

ざるを得 な い。

4.ド イツ会計 指令法 に固 有の選択権

前 章 にお いて,EU会 計指 令 の条項 と ドイ ツ会

計指令 法の 条項 との対応 関係が解 明 され た こ とに
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よって,ド イツ会計指令 法 の条項 の うちのEU会

計 指令 に由来す る と考 え られる条項 が特定 され た

とい える。 しか し,前 章末 に指摘 した よ うに,こ

こ に至 る まで は ドイッ会計指令 法 を網 羅 的に検 討

したわ けで はないの で,ド イツ会計指 令法 に固有

の選択権 が見過 ごされてい る とい える。 そ こで,

こ こで は,こ の ドイツ会計指令 法 に固有の選択 権

の抽 出が試 み られ なければ な らない。

その場合 の唯 一の手掛 か りは会計指令 法 にお け

る個 々の条 項の文 言で ある。つ ま り,着 目すべ き

はEU会 計指令 の条項 の分析 と同様 に ドイ ツ会 計

指 令法 にお け る 各条 項 の 特 定 の 表 現 に他 な らな

い。 実 は この こ とは,わ が国 の商法等 の法規 定 を

分析 す る場 合 に も重 要 な手掛 か りとな り得 る22の

で あるが,と りわけ,次 の よ うな表現 に注 目す る

こ とが 肝要 であ ろ う。す なわ ち,「 …… コ トヲ要

ス,但 シ… … コ トヲ得」,「コ トヲ得 此 ノ場 合 二於

テハ… … ヲ要 ス」,「…… 二 限 リ…… コ トヲ得 」,

「ヲ限度 トシテ…… コ トヲ得 」 あ る い は 「… … ヲ

得,但 シ… …二 限ル」 とい う類 のわが 国商法 に見

られ る表現 に相 当す る ドイ ツ会計指 令法上 の表現

が看過 され ては な らない。

この ような観 点か ら ドイ ツ会計指 令法 の条項 を

分析 した結果 を ま とめた ものが表5で あ る。 ここ

に列挙 され た条項 は,ド イ ツ会計指令 法,と りわ

け商法規 定 を中心 と して,そ の規定 上の表現 を唯

一 の手掛 か りに抽 出 され た選択 権 を含意 してい る

と考 え られ る任 意規 定に他 な らない。 もちろん,

既 に表41,表4-2お よび表4-3に お い て示 さ

れてい る任 意規 定 もまた ドイツ会計指 令法 にお い

て選択権 を含意 す る規 定で ある こ とはい うまで も

ないが,こ れ らはEU会 計指 令 に由来 してい る と

考 え られるので この表5に は含 まれ てい ない。つ

ま り,ド イ ッ会計 指令法 にお ける選択権 に関連す

る規 定 は,表4-1,表42,表43お よび表5に

示 されて いるすべ ての任 意規定 であ り,選 択権 は

すべ てそ こ に含 意 さ れ て い る とい え る。 こ こ に

至 って,表5か ら ドイツ会 計指令 法 に固有の選択

権 に関す る諸規定 とそ こに含意 されて い る選択権

の 内容 が明 らか とな ったのであ る。

これ らの選択 権 の 分類 方法 は実 に多様 で あ る

が,今 後 の分析 に役立 たせ るため に,こ こに一・応

の区別 を付 けてお くこ とが肝要 で ある よ うに思 わ

れる。 その際 に,こ こに はヴ ェーバ ー ・ブ ラウ ン

の分類基 準 は当て は まらない。何 故 な らば,彼 の

分類 の対 象 はEU会 計 指令 であ り,こ こでの分 類

対 象 は ドイツ会計 指令法 であ り,両 者 の対象 が全

く異 なるか らであ る。 そ こで,こ こで はそ の分類

基 準 を,ジ ー ゲ ル(Siegel,Theodor)の 見 解'L3に

求 め,こ れ に従 って分類 して み る と,表5の 右端

の 「種 類」欄 に示 され てい る ような結 果が得 られ

る。 彼 に よれ ば24,選 択 権 には(イ)決算 書作 成 選択

権,回 評価 選択権 お よび(ハ)表示選 択権 の3種 類 が

ある。つ ま り,表5の 「種 類」欄 にお け るイ～ ハ

は,こ れ らの選択権 をそ れぞ れ表 して い るの であ

る。 彼 は,こ れ らがすべ て 「明示 的 な選 択 権5」

で ある とい う。

とはい え,表5の 「種類」 欄 か ら明 らか な よう

に,こ の基準 に よってすべ ての選択 権が網 羅 され

て いるわ けで はない。 この分類基準 か ら洩 れ る選

択権 と して3つ の ものが あるが,こ れ らは記録手

段 ・保 存手段 ・作成 猶予期 間 に関す る選択権 で あ

り,年 次決算書 の 内容 には影 響 を及ぼす わけで は

ない。 したが って,彼 が これ らの 選択 権 を考慮 に

入れず に,前 掲 の三分 類 に ま とめ た と して も,そ

こにはそれ な りの合理性 が見 出 される とい える。

つ ま り,彼 の分 類基準 と彼 の定め た選択権 の範躊

とは整合 性が あ る筈 なので あ る。

もちろん,こ こで は彼 の基 準 をあ くまで も一応

の分類基 準 と して援用 して いる に過 ぎないので,

そ こか ら洩れ る もの を選択権 の範疇 か ら除外 す る

とい う考 え方 は,全 く無縁 の もの でな ければ な ら

ない。彼 の分類 基準 とここに明か にな った選 択権

の範 疇 とが整合 して いない とい うこ と 選択 権

の分 類が 論者 に よ り多様 であ る こ との理 由が 実 は

各論 者の 選択 権 の範疇 に相違が あ るこ とに気付 く

べ きで あろ う は,当 然の結 果で ある ともい え

る。 そ して また,こ こに新 た な課 題が 明確 にな っ

た ともいえる。す な わち,こ れ までの分析 ・検 討

に よって その存在 が確 認 され た選 択権 をすべ て網

羅す るよ うな新 たな分類 基準 を発 想す る こ とであ

る。 これ に よって,選 択権 の全体 像が よ り…層体



条 項

第239条 第4項 第1文

第240条 第3項 第1文

第4項

第241条 第1項 第1文

第247条 第3項 第1文

第249条 第1項 第3文

第250条 第1項 第2文

第252条 第2項

第253条 第2項 第3文

第4項

第5項

第254条

第255条 第4項 第1文

第257条 第3項

第269条 第1文

第272条 第1項 第3文

第3項

第4項 第2文

第3文

第273条 第1文

第274条 第2項 第1文

第279条 第1項 第1文

第2項

第280条 第2項

第281条 第1項

第282条

ドイツ会計指令法上の選択権の成因

表5.ド イツ会計指令法における選択権に関する条項 とその内容

規定内容

商業帳簿の記帳

財産目録

〃

棚卸簡便法

貸借対照表の内容

引当金

計算区分項 目

一般的評価原則

資産および負債の計一r価額

〃

〃

税法上の減価償却

取得原価および製造原価

証拠書類の保存 ・保存期間

事業経営の開業費および拡張費

自己資本

ク

ク

ク

準備金部分を有する特別項目

租税の期間区分

規定の適用除外,減 価償却

〃

価値回復命令

税法規定の考慮

事業経営の開業費および拡張費
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選択権の内容 特徴的表現 種類

帳簿の様式
・で も 一で も … で き る.但

し… 限 る

固定数量 ・価額による評価
・の 場 合 … で き る 。 但 し …

限 る
口

同種 ・同価値の棚卸資産の
グループ化

・で き る 口

一般的な統計的方法による

在高確定
・認 め ら れ る 口

税目的により許容される貸
方項目の計L

・認められる
イ

未実施の修繕費に対する引
当金の設定

・認 め ら れ る イ

費用とみなされる税金の借
方計h

…認め られる 口

例外的な場合の基本原則か
らの乖離

・認め られる 口

計画外減価償却 ・で き る 口

減価償却 ・認め られる 口

より低い評価額の維持 ・認め られる 口

税法上容認される減価償却
に基づく評価

・で き る 口

派生的企業価値の借方計L ・認め られる
イ

保存手段 …の場合…で きる

貸借対照表の借方への計L 一限 り…認め られる イ

催告済みの末払込出資金の
控除表示

・認め られる ノ、

利益準備金の表示 ・認め られる ノ、

自己持分準備金の取 り崩し ・限 り…認め られる 口

利益準備金からの自己持分
準備金の設定

・限 り… 認 め られ る
イ

この特別項 目の設定 ・限 り … 認 め られ る
イ

貸借対照表の借方への潜在
的租税の計k

・の場 合…認め られる イ

財務固定資産の減価償却 ・の場 合…認め られ る 口

第254条 に よる減価償却 ・限 り… 認 め ら れ る 口

増額記人の無視 ・の 場 合 … で き る
口

償却記入の方法 ・認め られる 口

減価償却の大きさ 少な くとも4分 の1 口
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系 的 に理解 され る ように なる筈 であ る。

5.結 び に代 え て

ドイツ会計指令法上の選択権の成因

これ までの検討 か ら,ド イッ会計指令法 にお い

てEU会 計指令 に由来 してい る選択権 には どの よ

うな ものがあ り,ま た 当該法 に固有 の選択 権 とし

ては どの ような ものが あるのか とい うことが既 に

明 らか になってい る。 ここでは,現 行 の ドイツ会

計指 令法 にお け る選択権 の存在理 由 を専 らそ の成

因の視 点か ら検討 す るため に,EU会 計指 令の 国

内法化 を契機 と して商 法等の大改正 を経 て現行 の

会計指令法が 制定 された とい うプ ロセ スに着 目す

るこ とに よって,選 択 権の 由来 の違 いを解 明す る

こ とが で きた。 この ことによって,当 面 の課 題で

あ った ドイツ会計 指令法 におけ る選択権 の由来 と

全体像 とを解 明す る とい う本稿 の使命 を果たす こ

とはで きた といえ る。

ここで留意 すべ きは,選 択権 に関連 して幾 度 と

な く登 場 した 「国 内 法 が 定 め る(認 め る)限 り

…」 あ るいは これ に類 す る文言 の意味であ る。特

に着意 すべ きは,EU会 計 指令 の 国内法化 に際 し

て既存 の国内法が どの ように考慮 され たの か とい

う こ とで あ る。つ ま り,国 内法(に おける規定)

の有無 を前提 とす る場 合 には,加 盟国 の選択 権行

使 ・不行 使 にあ たって はその ような法規定 の有無

は大 きな問題で ある といえる。何 故 な らば,厳 密

に考 えれ ば国 内法(に おける規定)が 既 に存在 す

るかあ るいは存在 しない ことは当初 か ら明 白で あ

り,こ れ を前提 条件 として加 盟国選択権 が行使 ・

不行 使 される ことになれば,自 ず と選 択権の範 囲

は狭 め られ る ことになるか らであ る。

尤 も,現 実 には ドイツにお ける会計指令法 の制

定 プロセ スか ら明 らか な よ うに,EU会 計 指令 の

国 内法化 と既 存 の 国内 法(に おける規定)の 改 正

とは同時 にお こなわれ てい る こ とか ら,本 来EU

会計指令 におい て認 め られて いた加 盟 国選択権 の

行使 ・不 行使 に あ た って は,旧 来 か らの 国 内 法

(にお け る規定)の 存 在が前 提 とな って いた わ け

で はない とい える。 したが って,加 盟 国選択 権の

行使 ・不行使 の機 会 は最大 限柔軟 に与 え られて い

たの であ る。 とす れば,EU会 計 指令 の 国内法化

の時 点 にお い て,旧 来の 国 内法(に お ける規定)

が存 在 してい る場合 と旧来の 国内法(に お ける規

定)が 存 在 して いない場 合,後 者 にあ っては国内

法化 と同時 に新 た に国 内法(に おける規定)が 設

け られ場 合 と最終 的 に何 も設け られ なか った場 合

が想定 され るこ とに なる。

この ように国内法(に おける規定)の 有無 に も

い くつかの段 階があ る とす れば,こ れは当然 に選

択 権 の成 因 に も影 響 を及 ぼす こ とに な る。つ ま

り,国 内法 において転換 時 に誕生 した新 たな選択

権 と旧法規 定か らの継承 による選択 権 とい う分類

が可能 になる とい うこ とであ る。 ここで は この よ

うな分類 の存在 を指摘 す るだ け に と どめ てお く

が,ド イツ会計指令法 にお ける選択 権の 由来が何

であ れ,こ の よ うな観点 に よる分類法 もあ るこ と

が看過 され てはな らない。

また,こ こに列挙 した選択権 はすべ て 「明示的

選択権 」で あ り,「 暗示的選択権列 には論及 して

いな い。 さ らに は,会 計 政 策 の観点 か らは,「 裁

量 余地」 あるい は 「測定 余地」の 問題 も選択権 と

密接 に関わってい る とい えるが,こ こで はこの こ

とにまでは立 ち入 ってい ない。 これ らの問題 は,

選択 権 と年次 決算書 の比較 可能性 との問題 を考 え

るにあたって は避 けて は通れ ない問題で ある とい

える。 更に は,冒 頭 に指摘 した ように,こ こでの

考察範 囲 は個別決算 に関す る選択 権 に限定 されて

い たこ と,ま た立法 者の立場が考 察の対 象か ら外

れ てい るこ とを想起 す れば,こ こでの手 法 を連結

決算 に関す る選択権 に も当てはめ るこ とによって

そ こに は どの ような選択権 の存 在が 明 らか となる

の か,そ して選択権 をめ ぐる立法者側 の論理 とは

一体 いか なる もので あるのか,と い う問題 も依然

として残 ってい ると言 わ ざるを得 ない。

1例 え ば,ベ トゲは,正 規 の簿記の諸原則の一つ として 「比

較可能性の原則」 を挙げている。Baetge.Jorg,Bilanzen第4

版,Dusseldorf1996年,94頁 。

2こ の ことは,選 択権の分類 ・体系 につ いての見解が 多様で

あ り,し か も具体的な選択権 についての列挙事例の多様さか

ら容易に推断で きる。 しか も,選 択権 とい う概念は,「 正規の

簿 記 の 諸 原 則」な ど と 同様 に 「不 確 定 の 法 概 念(unbe一
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stimrnterRechtsbegriff,unbestimlnterRechts-(:・derGe-

setzesbegrlff)」 の ・つ と み な さ れ て い る 、、TheodorSiege/.

Wahlrecht(UlrichLeffson,DieterRuckle,BernhardGroB-

fold(Hrsg.).HandworterbuchunbestimmterRechtsbegriffe

imBilanzrechtdesHGB,Kolnl986年,4】7-427頁 所 収),、

3こ の 指 令 の 制 定.当 時 は,欧 州 共 同 体(EC)で あ っ た た め に

厳 密 に は 「EC指 令 」 と 呼 ぶ べ き で あ る が,そ の 欧 州 共 同 体

は,1993年 の 欧 州 連 合(EU)の 発 足 に 伴 い 名 称 を 変 更 し て

い る の で.こ こ で は こ の 名 称 を 使 用 し て 「EU指 令 」 と 呼 ぶ

こ と に す 惹 、

4こ の 法 律 名 称 の 邦 訳 は,統 一さ れ て い る わ け で は な い,、 詳

し く は,拙 稿 を 参 照 さ れ た い,,奥 山 茂,ド イ ツ 会 計 原 則 の 体

系...一[E規 の 簿 記 の 諸 原 則 」 へ の 解 釈 学 的 ア ブ.ロ ー チ ー一

,商 経 論 叢(神 奈 川 大 学 経 済 学 会)第35巻 第4号,39-

103頁 ∫折 珂又),46頁(第1章 湛三8),、

5Webe卜Braun.Elke.UmsetzungderRichtlinieninden

EU‐Mitgliedstaaten(Kuting,Karlheinz,'Weber,Claus‐Pe-

ter,HandbuchderRechnungslegung;Kommentar・zurBi-

1allzierungundPriifungBand工a第4版,Stuttgart1995

年,3…24頁 所 収),9真 、 な お,1日 版 で は あ る が,こ の 文 献

の 邦 訳 に 匹 敵 す る ほ ど に,こ れ を 詳 し く 紹 介 し た も の と し

て,稲 見 亨.EC第4・ 号 指 令 の 加 盟 国 国 内 法 化 と 選 択 権(商

学 論 ・集 〔西'南 学 院 大 学 〕,第42巻 第3・4.,一.331-.一 一351頁 所

収)が あ る 、,

6Weber‐Braun.Elke,UmsetzungderRichtlinien、inden

EU-Mitgliedstaaten(Kiiting,Karlheinz〆Weber.Claus-Pe-

ter,HandbuchderRechnungslegung(前 掲)),9頁 。

7Weber‐Braun,Elke.UmsetzungderRichtlinieninden

EU‐Mitgliedstaaten(Kuting,Kariheinz"Weber,Claus-

Peter。HandbuchderRechnungslegung(前 掲)),10頁(表

5).、

8Weber-Braun.Elke.UmsetzungderRichtlinienlpden

EU‐Mitgliedstaaten(Kuting.KarlheinzWeber.Claus-

Peter,HandbuchderRechnungslegung(前 掲)),la頁(表

5)..

9Weber‐Braun.Elke.UmsetzungderRichtlinieninden

EU-Mitgliedstaaten(Kuting,Karlheinz〆Weber.Claus-

Peter,HandbuchderRechnungslegung(前 掲)),10頁(表

5)、..

10Weber‐Bran,Elke.UmsetzungderRicbtlinieninden

EU‐Mitgliedstaaten(Kuting.KarlheinzWeber,Claus-

Peter,HandbuchderRechnungslegung(前 掲}),10頁(・ 表

5),、

11Weber‐Braun,Elke.L'msetzungderRichtlinieninden

EU‐Mitgliedstaaten(Kiiting.KarlheinzWeber.Claus-

Peter.HandbuchderRechnungslegung(前 掲)),10頁(表

5);

12Weber-Braun.Elke.UmsetzungderRichtlinieninden

EU-Mitgliedsτaaten(KUting,Karlheinz!Weber,Claus-

Peter.HandbuchderRechnungslegung(前 掲),9頁 、、

13Weber-Braun,Elke.UmsetzungderRichtlinieninden

EU‐Mitgliedstaaten(Kuting,Karlheinz・'Weber,Claus-

Peter,HandbuchderRechnungslegung(前 掲)〉,9頁(括

弧 一 奥 山)

14Weber-Braun,Elke,UmsetzungderRichtliniellinden

EU‐Mitgliedstaaten(KUting.Karlheinz∫Weber,Claus-

Peter.HandbuchderRechnungslegung(前 掲)),9頁 、.

15Weber‐Braun.Elke.UmsetzungderRichtlinieninden

EU-Mit霧liedstaaten(Kuting,Kariheinz/Weber,Claus-

Peter,HandbuchderRechnungslegung(.前 掲)〉,II頁..

16Webe卜Braun.Elks.Umsetzし1ngderRichtllnieninden

EU-Mitgliedstaaten(ltiiting,Kar工heinz・Weber.Claus-

Peter,HandbuchderRechnungslegung(前 掲)),12-15

頁 、

17Weber‐Braun.Elke.UmsetzungderRichtlinieninden

EU-Mitgliedstaaten(Kiiting,Karlheinz/Weber,Claus-

Peter,HandbuchderRechnungslegung(前 掲)),16頁,,

18こ の こ と は,必 ず し も ド イ ツ に 限 っ た 現 象 で は な か っ た.

こ の 第4号 指 令 を 国 内 法 と し て 公 布 す べ き 期 限 が,1980年7

月31日 に 設 定 さ れ て い た が,.当 該 指 令 制 定 当 時 の 加.盟 国

(ド イ ツ,フ ラ ン ス,オ ラ ン ダ,ベ ル ギ ー,ル ク セ ン ブ ル

ク,イ ギ リ ス,デ ン マ ー ク,ア イ ル ラ ン ド)は,こ の 期 限 を

守 れ な か っ た 、

19Deutsche.Bundestag,DrucksachelO4268,1985年

20Chmielewicz,Klaus.EC指 令 国 内 化 に つ い て の 諸 問 題(黒

田 全 紀(編 〉,解 説 西 ド イ ツ 新 会 計 制 度 規 制 と 実 務,同 文

舘1987年.26-28.頁 所 収),26-27.頁 、

21Wiener.Herbert.Diegesellschafts‐undbilanzrechtlichen

GesetzeHachAnderunglurchdasBilanzrichtlinien‐Gesetz;

BiRiLiG.K61nl986年,17頁 、,ビ ー ナ ー に よ れ ば,こ の 会

計 指 令 法 の 制 定 に 伴 っ て,改1Eさ れ た39の 法 律 の う ち,特

に8つ の 法 律,す な わ ち 商 法,株 式 法,有 限 会 社 法,共 同 組

合 法,開 示 法,経 済 監 査 人 規 則,銀 行 法,お よ び 保 険 監 視 法

は 本 質 的 に 改ir_さ れ た 、:,

22日 本 会 計 研 究 学 会 ス タ デ ィ ・ グ ル ー プ(秋 月 信..い 大 島 美

留 ・岡 村 勝 義 ・ 奥 山 茂 ・倉 地 幹.三 ・森 藤 一男)に よ る 「制 度

会 計 論 の 課 題 と 方 法 最 終 報 告(1992年9月1]日 ・一一II本 会

計 研 究 学 会 第51回 全 国 大 会[札 幌 学 院 大 学])」 に お い て,

わ が 国 商 法 の 一条 文 中 の'文 末 表 現 に 着 目 し た 分 析 方 法 が 見 出 さ

れ る 。

23TheodorSiegel.Wahlrecht(UlrichLeffson.DieterRuckle,

BernhardGroβfeld(Hrsg.).Handworterbuchuntie-

stimmterRechtsbegriffeimBilanzrechtdesHGB(前

掲)),417.一 ・X27頁 。.

24TheodorSiegel.Wahlrecht(UlrichLeffson.DieterRuckle.

BernhardGro(3feld(Hrsg.},Handworterbuchunbe一
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stimmterRechtsbegriffeimBilanzrechtdesHGB(前

掲)),418・419頁 。

25TheodorSiegel,Wahlrecht(UlrichLeffson,DieterRuckle.

BernhardGro(3feld(Hrsg.),Handworterbuchunbe-

stimmterRechtsbegriffeimBilanzrechtdesHGB(前

掲)),419頁 。

26ジ ー ゲ ル は シ ュ ミ ー レ ビ ッ チ を 引 用 し て こ の よ う な 選 択 権

の 存 在 を 指 摘 し て い る 。TheodorSiegel,Wahlrecht(Ulrich

Leffson,DieterRuckle,BernhardGroβfeld(Hrsg.),Hand-

worterbuchunbestimmterRechtsbegriffeimBilanzrecht

desHGB(前 掲)),419'頁 。


